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環境デュー・ディリジェンスに関する取組事例集 

令和３年３月 

 

環境省では、令和２年８月に「バリューチェーンにおける環境デュー・ディリジェンス入門～

OECD ガイダンスを参考に～」を公表しました。 

本事例集では、入門書で解説している環境デュー・ディリジェンスプロセスの５つの要素ごとに

日本企業の取組事例を紹介しています。 

環境デュー・ディリジェンスに取り組もうと考えている事業者や、既存の取組をさらに発展させ

たいと考えている事業者の皆様に、本事例集を活用していただければ幸いです。 

 

事例集内の画像は各社・組織より提供を受けています。 
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① 方針・経営システムへの組み込み           

積水ハウス株式会社：CSR 調達基準・ガイドラインを通じて
サプライヤーに環境負荷軽減を要請 

 概要 

積水ハウスは、社会の持続可能な発展に寄与す

ることを目的に、CSR調達をサプライチェーン全

体に拡げる活動を推進している。 

2018年10月の「CSR調達基準」改定時には、

「CSR調達ガイドライン」を新たに制定し、一

次サプライヤーに対して、国際的な環境課題

を与える因子の特定・管理、各国・地域にお

ける環境関連の法令順守、環境負荷軽減に関

する目標設定と取組などを求めている。ま

た、一次サプライヤーを通じて、同社の二次

サプライヤーに対する同ガイドラインの周知

も図っている。 

 

 ポイント：社会的課題の解決に向けたサプライヤーとの認識共有 

同社は、サプライヤーに対して「CSR調達ガイドライン」への同意確認書の提出を依頼し、

同ガイドラインの遵守と、その取組状況に関して同社が定期的に確認または監査を行うことへ

の積極的な協力について、同意を求めている。 

サプライヤーとの協力関係を築くにあたっ

ては、一方的に品質（Quality）・価格

（Cost）・納期（Delivery）のみを求めるの

ではなく、生物多様性をはじめとする社会的

課題について、同社とサプライヤーが認識を

共有し、事業を通じて課題の解決に向かうこ

とが重要であると考え、改善の取組を進めて

いる。こうした活動を通じて、同社とサプラ

イヤーの企業価値を最大化することも目指し

ている。   

積水ハウスのCSR調達ガイドライン（抜粋） 

 環境に対する基本姿勢 

 化学物質の管理 

 排水・汚泥・排気の管理及び発生の削減 

 資源（エネルギー・水・原材料等）の持続

可能で効率的な利用 

 GHG（温室効果ガス）の排出削減 

 廃棄物の特定・管理・削減 

 生物多様性に関する取組み 

積水ハウスのサプライチェーン・マネジメント 
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丸井グループの環境方針（抜粋） 

丸井グループにおけるサステナビリティのマネジメント体制 

① 方針・経営システムへの組み込み            

株式会社丸井グループ：環境方針において環境デュー・ディリ
ジェンスの実施を明記 

 概要 

丸井グループは、環境負荷軽減の活動と収益

を両立する取組をPDCAサイクルでマネジメント

することが重要であると考え、「丸井グループ

環境方針」として基本的な考えを明確にし、重

要課題と行動指針を定めている。 

2020年4月に改定した環境方針では、様々な

ステークホルダーの意見を踏まえ、環境面での

重要なリスクを正しく特定し、報告、改善、フ

ォローなどにより環境デュー・ディリジェンス

を実施することを明確に掲げている。 

 

 

 

 

 ポイント：国際動向を踏まえて、将来に目指すべき姿を発信 

同社は、環境方針の改定にあたり、投資家との対話やESG評価機関の評価項目等を通じて環

境デュー・ディリジェンスの重要性が国際的に高まっていることを踏まえ、取締役会の諮問機

関として代表取締役を委員長とする「サステナビリティ委員会」での議論を行っている。 

環境課題への対応におけるフロントランナーを目指す同社は、将来に目指すべき姿を社会に

対して発信することが重要との考えから、まず方針を明確に掲げるところから環境デュー・デ

ィリジェンスの取組を進めている。 
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② 負の影響・リスクの発見、評価             

キヤノン株式会社：NGOのデータベースを活用したリスク評価 

 概要 

キヤノンは、中国の環境NGOである公衆環境研究中

心（IPE：Institute of Public & Environment 

Affairs）が公表している「企業環境パフォーマンス

情報プラットフォーム」(中国内の公的機関が公開し

た環境法令遵守状況を収集したデータベース)を活用

し、自社のサプライヤーリストと照合することで、

リスクの発見・評価につなげている。 

また、NGOとの定期的な情報交換によりベストプ

ラクティスを共有することで、サプライチェーン全

体の環境負荷軽減にも貢献している。 

 

 ポイント：NGOからの指摘をきっかけとした協力関係の構築 

IPEでは、環境規制に違反する中国企業に対して最終製品メーカー側からの働きかけを促す

べく、ブランドランキングを発表している。2012年、キヤノンはIPE社より、同社のプラット

フォームを活用した調査に協力的ではないとの指摘を受けたことをきっかけにIPEと交流を持

つようになり、2014年からはほぼ毎年、IPEの馬軍代表と意見交換を実施している。 

 環境法令違反の状況が一覧できるIPEのプラットフォームは、キヤノンの中国サプライチェ

ーンにおけるリスク評価にとって有用な情報源であり、中国でのサプライチェーン評価にあた

っては、同プラットフォーム上のデータでの確認を必須にしている。 

信頼できる団体を見つけることが重要であるが、実力あるNGOと協力関係を築くことは、リ

スク評価やデュー・ディリジェンスの精度向上に繋がるだけでなく、ブランドや信頼性の向上

も期待できる。 

  

IPE Webサイト “Total Environmental 

Supervision Records” 
（http://wwwen.ipe.org.cn/IndustryRecord/Regulatory.html） 
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② 負の影響・リスクの発見、評価             

積水ハウス株式会社：徹底したデュー・ディリジェンスによる
持続可能な木材調達 

 概要：  

積水ハウスは、年間約30万m3の木材を利

用する事業特性とサプライヤーを通じた影

響力の大きさを踏まえ、デュー・ディリジ

ェンスの仕組みを構築して持続可能な木材

調達を実施している。 

具体的には、調達木材のリスク評価を

行い、トレーサビリティの確認や調査の徹

底をサプライヤーに働きかけている。国際

的な要請である「Zero Deforestation」

（森林減少ゼロ）の実現に向けて、調査対

象範囲を限定せずに徹底したデュー・ディ

リジェンスを実施している。 

 

 ポイント：NGO とも連携したリスクの多面的な評価と見直し 

同社は「木材調達ガイドライン」10の指針を策定し、違法伐採の可能性や樹種の絶滅危惧リ

スク、伐採地の生態系や社会面、生産・加工・輸送工程におけるCO2排出削減、資源循環などの

多面的な視点で木材調達のリスクを評価している。トレーサビリティの確証が十分でない場合

には、現地NGOからの情報収集や自ら生産地を訪問することで、詳細な確認を行っている。 

また、2019年度からは、環境NGOとの情報交換を踏まえて、アブラヤシなどへの農地転換に

よって破壊されることで、炭素貯蔵機能の喪失や、乾燥による自然火災の原因として指摘され

ている「熱帯泥炭湿地」からの出材を新たなリスクとして捉え、適正なデュー・ディリジェン

スの方法論の検証を開始している。  

積水ハウスの木材デュー・ディリジェンス 

積水ハウスの「木材調達ガイドライン」10の指針 
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③ 負の影響・リスクの停止、防止、軽減          

住友化学株式会社：バリューチェーン全体を通じた環境負荷
の軽減 

 概要 

住友化学グループは、化学品の開発から製造、物流、使用、最終消費を経て廃棄に至るすべ

ての過程において、環境・健康・安全を確保し、その成果を公表し、社会との対話・コミュニ

ケーションを行う「レスポンシブル・ケア活動」を実施している。「レスポンシブル・ケア」

活動を経営における最も重要な柱の一つと位置付け、「安全をすべてに優先させる」という基

本理念のもと、分野ごとに目標を設定し、その達成に向けて取り組んでいる。 

また、バリューチェーンの川上方向では、取引先にもサステナビリティの取組を励行しても

らえるよう、サステナブル調達の取組を推進している。 

 

 ポイント：管理目標の設定と取引先への理解浸透（説明会の開催、ガイド

ブックやチェックシートの活用） 

レスポンシブル・ケア活動では、ステ

ークホルダーからの要請の高まりに応じ

て、その範囲・管理手法を自主的に見直

し、進捗を開示している。大気および水環

境の保全、省資源・廃棄物管理、化学物質

の適正管理、生物多様性の保全、土壌環境

の保全など、環境保全の管理目標を設定

し、グループをあげて、環境負荷の軽減

に取り組んでいる。 

サステナブル調達では、取引先に対

する説明会や「サステナブル調達ガイド

ブック」を通じて、自社の方針・考え方

の理解浸透を図っている。また、取引先

には事前に「サステナブル調達チェック

シート」を提出してもらい、環境関連の

法令違反や社会的に要請される規範から

の逸脱がないこと、環境マネジメントシ

ステムの構築・運用の有無等を評価した上

で、評価判定が良好であることを確認した

後に取引を開始している。  

住友化学のサステナブル調達の取組 

住友化学の管理目標実績例 
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③ 負の影響・リスクの停止、防止、軽減          

コニカミノルタ株式会社：取引先への指導や環境技術・ノウ
ハウの提供による環境負荷軽減 

 概要 

コニカミノルタは、取引先における環境

管理の強化を支援する「環境コラボレーシ

ョンプログラム」を実施している。このプ

ログラムでは、同社が取引先の工場を直接

訪問し、化学物質管理の診断とその結果に

応じた指導や、測定結果・材料情報などの

文書管理の指導を行っている。 

さらに同社は、自ら培ってきた環境技

術・ノウハウを取引先に提供する「グリー

ンサプライヤー活動」を推進している。同

社の環境専門家が取引先の生産拠点を訪問

し、コストダウン効果や投資の必要性を含

めた改善提案を実施し、取引先との協働で

環境負荷の軽減を進めている。 

 

 ポイント：環境負荷軽減とコスト削減の両立による取引先との関係強化 

同社の「グリーンサプライヤー活動」で

は、取引先とともに成長するという考え方

の下、取引先への環境技術・ノウハウの提

供を行っている。取引先が環境負荷軽減と

コスト削減を同時に達成することは、同社

のメリットにもなり、かつ、より強力なパ

ートナーシップを構築することにもつなが

っている。 

さらに、2020年度からは「グリーンサプ

ライヤー活動」をデジタル化し、取引先が

自ら環境負荷軽減に取り組めるエコシステ

ムの確立に挑戦している。これにより活動

の対象範囲を拡大し、環境負荷軽減とコス

ト削減をさらに加速させることを見込んでいる。 

2019年度の「グリーンサプライヤー活動」 

DX-グリーンサプライヤー活動 
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③ 負の影響・リスクの停止、防止、軽減          

キヤノン株式会社：製品 LCA を通じた環境負荷軽減 

 概要 

キヤノンは、あらゆる環境活動の成果を一

元的に捉えるため、製品ライフサイクルの各

ステージで発生するCO2を積み上げたライフサ

イクルCO2を「製品1台当たり」で改善してい

くことを「総合目標」として掲げている。こ

の目標を達成するために、製品開発ではライ

フサイクルアセスメント（LCA）の手法を導入

するとともに、製品開発から情報公開までを

一貫体制で管理できる「LCA開発マネジメント

システム」を構築。開発・設計段階からCO2排出量の算定を行い目標到達に向けた製品の作り込

みに活用することで、製品ライフサイクル全体を通じた環境負荷軽減活動を行っている。 

 

 ポイント：LCA による CO2排出量の見える化と製品使用段階の環境負荷軽減 

キヤノンは、LCA手法によって製品ライフサイク

ル全体のCO2排出量を見える化した上で、拠点環境

や工場の環境問題のみに注力するのではなく、製品

ライフサイクルを通じた環境影響・リスクの停止、

防止、軽減策を実施している。例えば、同社のある

複写機では、製品ライフサイクル全体のCO2排出量

のうち、工場における生産段階は全体の3％であ

り、半分以上が製品使用段階で排出されている。 

こうした状況を踏まえて、同社は複合機の一部

の機種において、オンデマンドの定着技術やトナー

の改良等、自社の独自技術を活用することによっ

て、製品使用段階のCO2排出量を約47%削減してい

る。これに加えて、技術により削減できなかった

CO2は、「CFPを活用したカーボン・オフセット制

度」を活用することで、ライフサイクルCO2排出量

が実質的にゼロとなる製品を提供している。  

キヤノンのLCA開発マネジメントシステム 

ライフサイクル排出量とオフセットの仕組み 
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④ 実施状況と結果の追跡調査               

コニカミノルタ株式会社：取引先向けの CSR 調達推進プロ
グラム 

 概要 

コニカミノルタは、サプライチェーンにおける労働（人権）、倫理、環境、安全衛生の課題

を解決するため、４つのステップからなる「CSR調達推進プログラム」を展開している。 

同プログラムでは、まず取引先に「CSR

活動の要請」を行い、続いてサプライヤー

行動規範の実施レベルを確認するため、

「自己診断アンケートによるCSR診断」を

実施している。 

事業上特に重要な取引先や、CSR診断の

結果が目標に至らず、改善を行っても目標

を達成できない取引先には、取引先を訪問

して実際に取組状況を確認する「CSR監

査」を実施している。CSR監査で明らかに

なった課題に対しては、同社が「改善の支

援」も行っている。 

 

 ポイント：CSR 監査の実施と取引先における内部監査員の育成 

同社は、サプライチェーンにおけるCSR調達の取組を強化す

るため、2013年10月よりResponsible Business Alliance

（RBA）に加盟している。RBAの仕組みを活用することで、RBA

加盟企業間のCSR診断・監査が効率化され、取引先の負担軽減

につながっている。 

CSR監査（RBA第三者監査及びRBA監査員資格を有する社員に

よる第二者監査）では、事前監査と本監査を通じて取引先の課

題を特定した後、取引先が改善計画の作成と改善を実施。同社

はフォローアップ監査を通して、改善の完了を確認している。

さらに、CSR監査を実施した取引先に対して内部監査員向けの教育を実施するなど、取引先が

自主的に内部監査を実施し、継続的な改善に取り組める体制づくりを支援している。 

  

CSR監査の様子 

コニカミノルタのCSR調達推進プログラム 
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⑤ 情報開示                       

不二製油グループ本社株式会社：責任あるパーム油の調達に
向けた苦情処理メカニズムの構築 

 概要 

不二製油グループは、「責任あるパーム油調達方針」を策定し、同社グループのすべてのパ

ーム油製品について、サプライチェーンを含めた森林破壊ゼロ、泥炭地開発ゼロ、搾取ゼロ

（No Deforestation, No Peatland and No Exploitation：NDPE)へのコミットメントを掲げて

いる。 

同社は、方針を実現するための取組の一つとして、苦情処理（グリーバンス）メカニズムを

構築している。これは、ステークホルダーから提起されたサプライチェーン上の環境・人権問

題について、責任あるパーム油調達方針に基づいて直接サプライヤーとのエンゲージメントを

行い、問題を改善する仕組みである。 

 

 

 ポイント：苦情（グリーバンス）リストの開示 

同社は、透明性の高い苦情（グリーバンス）対応を目指し、同社グループのウェブサイト上

に、「不二製油グループ グリーバンスWEBページ（英語）」を設置し、このページ上に「グリ

ーバンスプロシージャー」、「グリーバンス受付窓口」、「グリーバンスリスト（進捗状況一

覧表）」等を公開している。 

グリーバンスリストでは、グリーバンスの提起者、受付日、森林破壊の発生や搾取の恐れと

いったグリーバンスの内容、対象となるサプライヤーの名称に加えて、グリーバンスへの対応

に関する進捗状況を公開している。これらのリストは少なくとも四半期に一度更新し、ステー

クホルダーへの情報開示に努めている。 

 

不二製油グループの苦情処理（グリーバンス）メカニズム 


